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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  反射防止コーティング作製用の組成物であって、以下の構成要素：
  ａ）少なくとも１つの加水分解性シラン化合物と、
  ｂ）部分的に加水分解された及び／又は縮合された形態で存在することも可能な、少な
くとも１つの加水分解性金属化合物と、
  ｃ）少なくとも２つの官能基を有し、該官能基を介して前記加水分解性金属化合物及び
前記加水分解性シラン化合物からなる群より選ばれる少なくとも２つの化合物と配位結合
を形成することが可能である有機化合物と、
  ｄ）少なくとも１つの溶媒と、
を含み、
　前記有機化合物が、前記加水分解性金属化合物及び前記加水分解性シラン化合物からな
る群より選ばれる少なくとも２つの化合物と配位結合することにより配位高分子を形成し
、
　前記加水分解性金属化合物が、式ＭＸｎ（式中、Ｘは加水分解性ラジカルであり、Ｍは
Ｂ、Ｓｎ、Ｔｉ、Ｚｒ及びＶからなる群から選択され、ｎは金属の価数に相当する）の化
合物であり、
　前記加水分解性シラン化合物が、式Ｒ１

ａＳｉＸ４－ａ（式中、Ｒ１は１つ又は複数の
非加水分解性ラジカルであり、ａは０、１又は２の値をとり、Ｘは１つ又は複数の加水分
解性ラジカルを表し、該加水分解性ラジカルは同一であっても又は異なっていてもよい）
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の化合物であることを特徴とする、組成物。
【請求項２】
  前記官能基が、アミノ基、カルボン酸基、ヒドロキシル基及びチオール基であることを
特徴とする、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
  前記有機化合物が、ジカルボン酸、トリカルボン酸若しくはテトラカルボン酸、ジカル
ボン酸エステル、トリカルボン酸エステル若しくはテトラカルボン酸エステル、及び／又
はかかる化合物の無水物及び／又はエステルであることを特徴とする、請求項１又は２に
記載の組成物。
【請求項４】
  ＭがＴｉであることを特徴とする、請求項１～３のいずれかに記載の組成物。
【請求項５】
  構成要素ａ）及び構成要素ｂ）におけるケイ素と金属イオンとのモル比が１００：１～
１：２であることを特徴とする、請求項１～４のいずれかに記載の組成物。
【請求項６】
  反射防止コーティングを製造する方法であって、
  ａ）請求項１～５のいずれかに記載の組成物を作製する工程と、
  ｂ）前記組成物を基板に塗布する工程と、
  ｃ）コーティングを熱処理する工程と、
を含む、方法。 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、反射防止コーティング、特には単層反射防止コーティングと、更にはかかる
コーティングを製造する方法と、その使用とに関する。
【背景技術】
【０００２】
　物理蒸着（ＰＶＤ）及び化学蒸着（ＣＶＤ）は反射防止コーティングを作製する慣用の
方法である。しかしながら、これらの方法に必要とされる真空装置では、特に大表面積用
にかかるコーティングを作製するのに多大なコストがかかる。ゾルゲル法等の湿式化学法
が、大表面積用の反射防止コーティングを含む反射防止コーティングを作製するのに有益
な方法である。一般的には、高価値の反射防止コーティングは、多層コーティングを用い
ることで達成される。これはとりわけ熱硬化がより複雑となることから、多大な時間を要
するだけでなく、コストもかかる。そのため当業界は、例えば太陽電池等の大面積大装置
容量用の単層コーティングを必要としていることが明らかとなっている。このような単層
コーティングは、特に太陽電池で要求されるような太陽光スペクトルの広帯域透過を示す
。
【０００３】
　これまでの慣用の方法に従うと、このような単層コート又は単層反射防止コートはゾル
ゲルプロセスにおいて多孔質ＳｉＯ２から作製される。
【０００４】
　コーティングの有孔性が、とりわけ空気を含有することにより、その気孔率及びＳｉＯ

２マトリクスの作製方法に応じてコーティングの屈折率を理論値である１．５（純ＳｉＯ

２）から１．１～１．４５へと低減させる（非特許文献１、２、３、４、５）。そのため
、高価値のコーティングを得るには、気孔率を正確に制御しなければならない。
【０００５】
　多孔質構造を展開する既知の化合物群の１つは、配位高分子、特にはいわゆる有機金属
骨格（ＭＯＦ）である（非特許文献６、７、８、９、１０）。これらは配位子で架橋され
た有機金属中心からなる化合物である。これらの化合物では、配位子と有機金属中心とを
適切に選択することによって、得られる構造の気孔率を調整することが可能である。同時
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に、使用される溶媒又は溶媒混合物も一部関与し得る。これらの化合物は、存在する金属
中心も触媒効果を有することが多いことから、主に触媒の分野で用いられる。したがって
一般的には、熱処理するとこれらの能力が失われることから、これらの化合物は熱処理さ
れない。ＭＯＦを含む反射防止コーティングが知られていない。
【先行技術文献】
【非特許文献】
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3, 80, 217-225.
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【非特許文献１０】Corma, H. Garca and F. X. Llabres i Xamena, Chem. Rev. 2010, 1
10, 4606-4655.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　このことから本発明の目的は、コーティングの気孔率のより良好な制御を可能にする反
射防止コーティングを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この目的は、独立請求項の特徴を備える本発明によって達成される。本発明の有利な形
態は下位請求項によって特徴付けられる。全ての特許請求の範囲の文言は引用することに
より本明細書の一部をなす。本発明には、全ての合理的な、より詳細には全ての言及され
る独立請求項及び／又は従属請求項の組合せも包含される。
【０００９】
　この目的は、少なくとも１つの加水分解性シラン化合物と、部分的に加水分解された及
び／又は縮合された形態で存在することも可能な、少なくとも１つの加水分解性金属化合
物と、少なくとも２つの機能的配位基又はその前駆体を有する少なくとも１つの有機化合
物と、少なくとも１つの溶媒とを含むコーティング組成物を用いて達成される。
【発明の効果】
【００１０】
　得られるコートは、特にその均質な気孔率が特徴である。これは有機化合物の選択によ
って制御することができる。結果として、屈折率が僅かしか変動しないコーティングが得
られる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
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【図１】可視領域における実施例５、６及び７のサンプルの透過スペクトルである。コー
ティングしていないスライドガラスを比較用に測定した。
【図２】可視領域における実施例５、６及び７のサンプルの反射スペクトルである。
【図３】実施例８～１１のサンプルの透過スペクトルである。コーティングしていないス
ライドガラスを比較用に測定した。
【図４】硬度１Ｈの鉛筆を用いた引っ掻き抵抗性試験後の実施例５の表面の光学顕微鏡に
よる顕微鏡写真である。
【図５】硬度８Ｈの鉛筆を用いた引っ掻き抵抗性試験後の実施例６の表面の光学顕微鏡に
よる顕微鏡写真である。
【図６】硬度８Ｈの鉛筆を用いた引っ掻き抵抗性試験後の実施例７の表面の光学顕微鏡に
よる顕微鏡写真である。
【図７】粘着テープ試験後の実施例５の表面の分析域の光学顕微鏡による顕微鏡写真であ
る。
【図８】粘着テープ試験後の実施例６の表面の分析域の光学顕微鏡による顕微鏡写真であ
る。
【図９】粘着テープ試験後の実施例７の表面の分析域の光学顕微鏡による顕微鏡写真であ
る。
【図１０】倍率１００００倍の実施例５の表面のＳＥＭによる顕微鏡写真である。
【図１１】倍率１００００倍の実施例６の表面のＳＥＭによる顕微鏡写真である。
【図１２】倍率１００００倍の実施例７の表面のＳＥＭによる顕微鏡写真である。
【図１３】倍率５００００倍の実施例５の表面のＳＥＭによる顕微鏡写真である。
【図１４】倍率５００００倍の実施例６の表面のＳＥＭによる顕微鏡写真である。
【図１５】倍率５００００倍の実施例７の表面のＳＥＭによる顕微鏡写真である。
【図１６】メチルバイオレットの分解に対する、実施例１１のコーティングの光触媒活性
の研究結果である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　「少なくとも２つの機能的配位基を有する少なくとも１つの有機化合物」という用語は
、所与の金属イオンとの配位結合を展開することが可能な少なくとも２つの官能基を含有
する有機化合物を特定するものである。本明細書では、２つ以上の機能的結合を展開する
ことが可能な有機基が好まれる。本明細書では、官能基を介して２つ以上、好ましくは２
つの金属原子と配位結合を形成することが可能な有機化合物が好まれる。かかる好ましい
化合物は配位高分子の構築に特に適している。
【００１３】
　任意の特定の理論に拘束されるものではないが、配位高分子、特にはＭＯＦは本組成物
において形成されると推測される。この目的は、加水分解性金属化合物及び有機化合物に
よって果たされる。しかしながら、シラン化合物もＭＯＦの形成に関与している。概して
、このような配位高分子の構築には、本組成物において既定の孔形成をもたらす既定の骨
格を形成するという利点がある。
【００１４】
　これらの配位結合は個々の化合物に対して形成される必要はない。有機化合物は金属化
合物及び／又はシラン化合物の縮合物と連結することも可能である。当然のことながら、
ＭＯＦに関与していない化合物の一部を孔内に組み込むことも可能である。
【００１５】
　さらに本組成物内の既定の構造が、反射防止コーティングの作製に非常に重要である。
反射防止コーティングを作製するのに、塗布組成物を熱処理する。この処理中に、溶媒が
除去され、有機構成要素、すなわち有機化合物を含む構成要素が広く焼失する（burnt ou
t）。これにもかかわらず、本組成物で形成される構造は、後の反射防止コートの構造、
より詳細には得られる屈折率に重要となるその孔構造に影響を与える。このようにして、
本組成物における既定の構造によって、後の反射防止コーティングの構造に影響を与える
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ことが可能である。
【００１６】
　本組成物は少なくとも１つの加水分解性シラン化合物を含む。これは式：
　Ｒ１

ａＳｉＸ４－ａ　　　　　　（Ｉ）
（式中、Ｘは１つ又は複数の加水分解性ラジカルを表し、該加水分解性ラジカルは同一で
あっても又は異なっていてもよい）の化合物であるのが好ましい。
【００１７】
　上記式中の加水分解性ラジカルＸの好適な例は、水素、ハロゲン（Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒ又は
Ｉ、特にはＣｌ又はＢｒ）、アルコキシ（例えばＣ１～６アルコキシ、例えばメトキシ、
エトキシ、ｎ－プロポキシ、イソプロポキシ、並びにｎ－ブトキシ、イソブトキシ、ｓｅ
ｃ－ブトキシ若しくはｔｅｒｔ－ブトキシ）、アリールオキシ（好ましくはＣ６～１０ア
リールオキシ、例えばフェノキシ）、アルカリールオキシ（例えばベンゾイルオキシ）、
アシルオキシ（例えばＣ１～６アシルオキシ、好ましくはＣ１～４アシルオキシ、例えば
アセトキシ又はプロピオニルオキシ）、及びアルキルカルボニル（例えばＣ２～７アルキ
ルカルボニル、例えばアセチル）である。同様に、ＮＨ２基、アルキル、アリール及び／
又はアラルキルで一置換又は二置換されたアミノ基（ここで、アルキルラジカル、アリー
ルラジカル及び／又はアラルキルラジカルの例は、Ｒ１について下に示されるものである
）、ベンズアミド等のアミド基、又はアルドキシム基若しくはケトキシム基も適している
。例えばグリコール、グリセロール又はピロカテコールとのＳｉ－ポリオール錯体の場合
のように、２つ又は３つのＸ基が互いに連結していてもよい。上述の基は任意に、ハロゲ
ン、ヒドロキシル、アルコキシ、アミノ又はエポキシ等の置換基を含有していてもよい。
好ましい加水分解によって除去可能なラジカルＸは、ハロゲン、アルコキシ基及びアシル
オキシ基である。特に好ましい加水分解によって除去可能なラジカルは、Ｃ１～４アルコ
キシ基、特にはメトキシ及びエトキシである。
【００１８】
　式（Ｉ）では、ａは０、１又は２の値をとることができ、好ましいシランはａが０又は
１のものであり、より好ましくはａは０である。好ましいシランは、好ましくは全て同じ
である４つの加水分解性ラジカルを有するシランである。
【００１９】
　Ｒ１は１つ又は複数の非加水分解性ラジカルを表す。非加水分解性ラジカルは例えば、
アルキル（例えばＣ１～２０アルキル、特にはＣ１～４アルキル、例えばメチル、エチル
、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル及びｔｅｒｔ
－ブチル）、アルケニル（例えばＣ２～２０アルケニル、特にはＣ２～４アルケニル、例
えばビニル、１－プロペニル、２－プロペニル及びブテニル）、アルキニル（例えばＣ２

～２０アルキニル、特にはＣ２～４アルキニル、例えばエチニル又はプロパルギル）、ア
リール（特にはＣ６～１０アリール、例えばフェニル及びナフチル）、並びに対応するア
ラルキル基及びアルカリール基、例えばトリル及びベンジル、並びに環状Ｃ３～Ｃ１２ア
ルキル基及びアルケニル基、例えばシクロプロピル、シクロペンチル及びシクロヘキシル
である。
【００２０】
　ラジカルＲ１は必要に応じて更に架橋が可能である官能基であり得る慣用の置換基を含
んでいてもよい。慣用の置換基は例えば、ハロゲン（例えば塩素又はフッ素）、エポキシ
ド（例えばグリシジル又はグリシジルオキシ）、ヒドロキシル、エーテル、エステル、ア
ミノ、モノアルキルアミノ、ジアルキルアミノ、任意で置換されたアニリノ、アミド、カ
ルボキシル、アルケニル、アルキニル、アクリロイル、アクリロイルオキシ、メタクリロ
イル、メタクリロイルオキシ、メルカプト、シアノ、アルコキシ、イソシアナト、アルデ
ヒド、ケト、アルキルカルボニル、酸無水物及びリン酸である。これらの置換基は、二価
架橋基、特にはアルキレン架橋基、アルケニレン架橋基又はアリーレン架橋基を介してケ
イ素原子と結合する。これらには酸素又は－ＮＨ－基が間に挿入されていてもよい。架橋
基は例えば、１個～１８個、好ましくは１個～８個、特には１個～６個の炭素原子を含有
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する。上述の二価架橋基は例えば、上述の一価のアルキルラジカル、アルケニルラジカル
又はアリールラジカルに由来するものである。当然のことながら、ラジカルＲ１は２つ以
上の官能基を有していてもよい。
【００２１】
　架橋が可能である官能基を有する非加水分解性ラジカルＲ１の好ましい例は、グリシジ
ル又はグリシジルオキシ－（Ｃ１～２０）－アルキレンラジカル、例えばβ－グリシジル
オキシエチル、γ－グリシジルオキシプロピル、δ－グリシジルオキシブチル、ε－グリ
シジルオキシペンチル、ω－グリシジルオキシヘキシル、及び２－（３，４－エポキシシ
クロヘキシル）エチル、（メタ）アクリロイルオキシ－（Ｃ１～６）－アルキレンラジカ
ル、例えば、（メタ）アクリロイルオキシメチル、（メタ）アクリロイルオキシエチル、
（メタ）アクリロイルオキシプロピル、又は（メタ）アクリロイルオキシブチル、及び３
－イソシアナトプロピルラジカルである。特に好ましいラジカルは、γ－グリシジルオキ
シプロピル及び（メタ）アクリロイルオキシプロピルである。本明細書では、（メタ）ア
クリロイルはアクリロイル及びメタクリロイルを指す。
【００２２】
　使用するのに好ましいラジカルＲ１は、置換基又は官能基を含まないラジカルであり、
特にはアルキル基、好ましくは１個～４個の炭素原子を有するアルキル基、特にはメチル
及びエチル、並びに更にフェニル等のアリールラジカルである。
【００２３】
　式（Ｉ）のシラン化合物の例は、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラ
ン、エチルトリエトキシシラン、イソブチルトリメトキシシラン、イソブチルトリエトキ
シシラン、オクチルトリエトキシシラン、オクチルトリメトキシシラン、（３－グリシジ
ルオキシプロピル）メチルジエトキシシラン、（３－グリシジルオキシプロピル）トリメ
トキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、若しくはフェニルトリエトキシシラン、テ
トラアルコキシシラン、例えばテトラメトキシシラン（Ｓｉ（ＯＣＨ３）４）、テトラエ
トキシシラン（Ｓｉ（ＯＣ２Ｈ５）４）、テトラプロポキシシラン（Ｓｉ（Ｏ－ｎ－又は
イソ－Ｃ３Ｈ７）４）、Ｓｉ（ＯＣ４Ｈ９）４、及び更にはＳｉＣｌ４、ＨＳｉＣｌ３、
Ｓｉ（ＯＯＣＣＨ３）４、又はかかるシラン化合物の混合物であり、テトラアルコキシシ
ラン、例えばテトラメトキシシラン（Ｓｉ（ＯＣＨ３）４）、テトラエトキシシラン（Ｓ
ｉ（ＯＣ２Ｈ５）４）、テトラプロポキシシラン（Ｓｉ（Ｏ－ｎ－又はイソ－Ｃ３Ｈ７）

４）、Ｓｉ（ＯＣ４Ｈ９）４、及び更にはＳｉＣｌ４、ＨＳｉＣｌ３、Ｓｉ（ＯＯＣＣＨ

３）４、又はそれらの混合物が好まれる。テトラメトキシシラン若しくはテトラエトキシ
シラン等のテトラアルコキシシラン、又はそれらの混合物が特に好ましい。
【００２４】
　本組成物は加水分解性金属化合物を更に含む。
【００２５】
　金属化合物は、加水分解性金属化合物、換言すると水との反応によって置き換えること
ができる、すなわち加水分解によって除去可能な少なくとも１つの基を含有する金属化合
物である。
【００２６】
　かかる化合物は例えば、ハロゲン化物、例えばフッ化物、塩化物、臭化物若しくはヨウ
化物、アルコキシド、カルボン酸化合物、シアン化物、又は硫化物である。
【００２７】
　本発明の発展形態において、本化合物は式（ＩＩ）：
　ＭＸｎ　　　　　　（ＩＩ）
（式中、Ｍは第Ｉａ族、第ＩＩａ族、第ＩＩＩａ族、第ＩＶａ族～第ＶＩａ族、及び第Ｉ
ｂ族～第ＶＩＩＩｂ族から選択される）の化合物である。ＭはＭｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、
Ｓｃ、Ｙ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｈｆ、Ｖ、Ｎｂ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ、Ｍｎ、Ｒｅ、Ｆｅ、Ｒ
ｏ、Ｏｓ、Ｃｏ、Ｒｈ、Ｉｒ、Ｎｉ、Ｐｄ、Ｐｔ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ｚｎ、Ｃｄ、Ｈｇ
、Ｂ、Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｔｌ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ａｓ、Ｓｂ及びＢｉであるの
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が特に好ましい。ＭはＺｎ、Ａｌ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｆｅ、Ｐｄ、
Ｐｔ、Ｒｕ、Ｒｈ及びＣｏであるのが特に好ましい。ＭはＺｎ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｎｉ
、Ｃｕ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｆｅであるのがとりわけ好ましい。これらの元素のイオンに関して
、特に注目すべきものはＭｇ２＋、Ｃａ２＋、Ｓｒ２＋、Ｂａ２＋、Ｓｃ３＋、Ｙ３＋、
Ｔｉ４＋、Ｚｒ４＋、Ｈｆ４＋、Ｖ４＋、Ｖ３＋、Ｖ２＋、Ｎｂ３＋、Ｔａ３＋、Ｃｒ３

＋、Ｍｏ３＋、Ｗ３＋、Ｍｎ３＋、Ｍｎ２＋、Ｒｅ３＋、Ｒｅ２＋、Ｆｅ３＋、Ｆｅ２＋

、Ｒｕ３＋、Ｒｕ２＋、Ｏｓ３＋、Ｏｓ２＋、Ｃｏ３＋、Ｃｏ２＋、Ｒｈ２＋、Ｒｈ＋、
Ｉｒ２＋、Ｉｒ＋、Ｎｉ２＋、Ｎｉ＋、Ｐｄ２＋、Ｐｄ＋、Ｐｔ２＋、Ｐｔ＋、Ｃｕ２＋

、Ｃｕ＋、Ａｇ＋、Ａｕ＋、Ｚｎ２＋、Ｃｄ２＋、Ｈｇ２＋、Ａｌ３＋、Ｇａ３＋、Ｉｎ
３＋、Ｔｌ３＋、Ｓｉ４＋、Ｓｉ２＋、Ｇｅ４＋、Ｇｅ２＋、Ｓｎ４＋、Ｓｎ２＋、Ｐｂ
４＋、Ｐｂ２＋、Ａｓ５＋、Ａｓ３＋、Ａｓ＋、Ｓｂ５＋、Ｓｂ３＋、Ｓｂ＋、Ｂｉ５＋

、Ｂｉ３＋及びＢｉ＋である。式中、ｎは金属の価数に相当する。
【００２８】
　同様に、例えば周期表の第Ｉ族及び第ＩＩ族の主族元素（例えばＮａ、Ｋ、Ｃａ及びＭ
ｇ）、並びに周期表の第Ｖ族～第ＶＩＩＩ族の遷移元素（例えばＭｎ、Ｃｒ、Ｆｅ及びＮ
ｉ）の加水分解性化合物を使用することが可能である。Ｃｅ等のランタノイドの加水分解
性化合物を使用することもできる。好ましい金属化合物は、ＭがＡｌ、Ｂ、Ｓｎ、Ｆｅ、
Ｔｉ、Ｚｒ、Ｖ又はＺｎ、好ましくはＡｌ、Ｆｅ、Ｔｉ又はＺｒであるものであり、Ｔｉ
が特に好ましい。２つ以上の金属化合物の混合物も使用することができる。
【００２９】
　Ｘは好ましくは式（Ｉ）に規定される加水分解性ラジカルであり、２つのＸ基が１つの
オキソ基で置き換えられていてもよい。
【００３０】
　好ましい金属化合物は例えば、Ｂ、Ａｌ、Ｚｒ、特にＴｉのアルコキシド又はハロゲン
化物である。好適な加水分解性金属化合物は例えば、Ａｌ（ＯＣＨ３）３、Ａｌ（ＯＣ２

Ｈ５）３、Ａｌ（Ｏ－ｎ－Ｃ３Ｈ７）３、Ａｌ（Ｏ－イソ－Ｃ３Ｈ５）３、Ａｌ（Ｏ－ｎ
－Ｃ４Ｈ９）３、Ａｌ（Ｏ－ｓｅｃ－Ｃ４Ｈ９）３、ＡｌＣｌ３、ＡｌＣｌ（ＯＨ）２、
Ａｌ（ＯＣ２Ｈ４ＯＣ４Ｈ９）３、ＴｉＣｌ４、Ｔｉ（ＯＣ２Ｈ５）４、Ｔｉ（Ｏ－ｎ－
Ｃ３Ｈ７）４、Ｔｉ（Ｏ－ｉ－Ｃ３Ｈ７）４、Ｔｉ（ＯＣ４Ｈ９）４、Ｔｉ（２－エチル
ヘキソキシ）４、ＺｒＣｌ４、Ｚｒ（ＯＣ２Ｈ５）４、Ｚｒ（Ｏ－ｎ－Ｃ３Ｈ７）４、Ｚ
ｒ（Ｏ－ｉ－Ｃ３Ｈ７）４、Ｚｒ（ＯＣ４Ｈ９）４、ＺｒＯＣｌ２、Ｚｒ（２－エチルヘ
キソキシ）４、並びに更に例えば錯体形成ラジカル、例えばβ－ジケトン及び（メタ）ア
クリロイルラジカルを有するＺｒ化合物又はＴｉ化合物、ホウ酸、ＢＣｌ３、Ｂ（ＯＣＨ

３）３、Ｂ（ＯＣ２Ｈ５）３、ＳｎＣｌ４、Ｓｎ（ＯＣＨ３）４、Ｓｎ（ＯＣ２Ｈ５）４

、ＶＯＣｌ３、及びＶＯ（ＯＣＨ３）３である。ＴｉＯＣｌ２等の金属化合物は、部分的
又は完全に加水分解された形態で存在してもよい。加水分解は、これらの化合物を組成物
に添加する前に、これらの化合物を水、好ましくは化合物の加水分解性基に対して測定し
て例えば２倍～１０倍過剰の過剰量の水、すなわち加水分解性基１モル当たり２モル～１
０モルの水と反応させることによって達成することができる。代替的に加水分解は、化学
量論量又は準化学量論量の水を用いて行うことができる。
【００３１】
　上述の配位結合を形成することができる、少なくとも１つの有機化合物の官能基として
は、特に下記の官能基、例えば－ＣＯ２Ｈ、－ＮＨ２、－ＯＨ、－ＳＨ、－ＣＳ２Ｈ、－
ＮＯ２、－Ｂ（ＯＨ）２、－ＳＯ３Ｈ、－Ｇｅ（ＯＨ）３、－Ｓｎ（ＯＨ）３、－Ｓｉ（
ＳＨ）４、－Ｇｅ（ＳＨ）４、－Ｓｎ（ＳＨ）３、－ＰＯ３Ｈ、－ＡｓＯ３Ｈ、－ＡｓＯ

４Ｈ、－Ｐ（ＳＨ）３、－Ａｓ（ＳＨ）３、－ＣＨ（ＲＳＨ）２、－Ｃ（ＲＳＨ）３、－
ＣＨ（ＲＮＨ２）２、－Ｃ（ＲＮＨ２）３、－ＣＨ（ＲＯＨ）２、－Ｃ（ＲＯＨ）３、－
ＣＨ（ＲＣＮ）２、－Ｃ（ＲＣＮ）３（ここでＲは例えば、好ましくは１個、２個、３個
、４個若しくは５個の炭素原子を有するアルキレン基、例えばメチレン基、エチレン基、
ｎ－プロピレン基、イソプロピレン基、ｎ－ブチレン基、イソブチレン基、ｔｅｒｔ－ブ
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チレン基若しくはｎ－ペンチレン基等、又は任意に縮合していても、互いに独立してそれ
ぞれの場合で好適な方法で少なくとも１つの置換基で置換されていてもよく、及び／又は
互いに独立して例えばＮ、Ｏ及び／又はＳ等の少なくとも１つのヘテロ原子を含んでいて
もよい、例えば２つのＣ６環等の１個若しくは２個の芳香核を含有するアリール基である
）が挙げられる。同様に好ましい実施の形態によれば、上述のラジカルＲが存在しない官
能基が言及される。かかる基としては、－ＣＨ（ＳＨ）２、－Ｃ（ＳＨ）３、－ＣＨ（Ｎ
Ｈ２）２、－Ｃ（ＮＨ２）３、－ＣＨ（ＯＨ）２、－Ｃ（ＯＨ）３、－ＣＨ（ＣＮ）２又
は－Ｃ（ＣＮ）３が挙げられる。
【００３２】
　好ましい基は、アミノ基、カルボン酸基、ヒドロキシル基及びチオール、又はかかる基
の前駆体であり、カルボン酸が好ましい。
【００３３】
　カルボン酸基の前駆体は例えば、無水物基、エステル又はアミドである。化合物は複数
の異なるかかる基及び／又は前駆体も含み得る。
【００３４】
　少なくとも２つの官能基は原則として、これらの官能基を含有する有機化合物が、配位
結合を形成するとともに、骨格材料を生成する、すなわち少なくとも１つの金属化合物及
び／又は少なくとも１つのシラン化合物と配位結合することが可能であれば、任意の好適
な有機化合物と結合することができる。
【００３５】
　少なくとも２つの官能基を含有する有機化合物は、飽和若しくは不飽和脂肪族化合物、
若しくは芳香族化合物、又は脂肪族化合物及び芳香族化合物の両方に由来するものである
のが好ましい。
【００３６】
　脂肪族化合物又は脂肪族化合物及び芳香族化合物の両方の脂肪族部分は、線形及び／又
は分岐及び／又は環状であってもよく、１つの化合物当たり複数の環を有することも可能
である。更に好まれるのは、脂肪族化合物又は脂肪族化合物及び芳香族化合物の両方の脂
肪族部分が、１個～１５個、より好ましくは１個～１４個、より好ましくは１個～１３個
、より好ましくは１個～１２個、より好ましくは１個～１１個、特に好ましくは例えば、
１個、２個、３個、４個、５個、６個、７個、８個、９個又は１０個のＣ原子等の１個～
１０個のＣ原子を含むことである。これに関してとりわけメタン、アダマンタン、アセチ
レン、エチレン又はブタジエンが特に好ましい。
【００３７】
　芳香族化合物又は芳香族化合物及び脂肪族化合物の両方の芳香族部分は、１つ又はそう
でなければ例えば２つ、３つ、４つ若しくは５つの核等の２つ以上の核を有していてもよ
く、核が互いに分離して存在し、及び／又は少なくとも２つの核が縮合形態で存在するこ
とが可能である。特に好まれるのは、芳香族化合物又は脂肪族化合物及び芳香族化合物の
両方の芳香族部分が、１つ、２つ又は３つの核を含むことであり、この場合１つ又は２つ
の核が特に好ましい。その上、互いに独立して、上述の化合物の各核は、例えばＮ、Ｏ、
Ｓ、Ｂ、Ｐ、Ｓｉ、Ａｌ、好ましくはＮ、Ｏ及び／又はＳ等の少なくとも１つのヘテロ原
子を含んでいてもよい。更に好まれるのは、芳香族化合物又は芳香族化合物及び脂肪族化
合物の両方の芳香族部分が、１つ又は２つのＣ６核を含むことであり、この場合２つの核
が互いに別々に又は縮合形態で存在する。芳香族化合物としては特に、ベンゼン、ナフタ
レン及び／又はビフェニル、及び／又はビピリジル及び／又はピリジルが挙げられる。
【００３８】
　例えばとりわけ、トランス－ムコン酸又はフマル酸又はフェニレンビスアクリル酸が言
及される。
【００３９】
　本発明における例は、ジカルボン酸、例えばシュウ酸、コハク酸、酒石酸、１，４－ブ
タンジカルボン酸、４－オキソピラン－２，６－ジカルボン酸、１，６－ヘキサン－ジカ
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ルボン酸、デカンジカルボン酸、１，８－ヘプタデカンジカルボン酸、１，９－ヘプタデ
カンジカルボン酸、ヘプタデカンジカルボン酸、アセチレンジカルボン酸、１，２－ベン
ゼンジカルボン酸、２，３－ピリジンジカルボン酸、ピリジン－２，３－ジカルボン酸、
１，３－ブタジエン－１，４－ジカルボン酸、１，４－ベンゼンジカルボン酸、ｐ－ベン
ゼンジカルボン酸、イミダゾール－２，４－ジカルボン酸、２－メチルキノリン－３，４
－ジカルボン酸、キノリン－２，４－ジカルボン酸、キノキサリン－２，３－ジカルボン
酸、６－クロロキノキサリン－２，３－ジカルボン酸、４，４’－ジアミノフェニルメタ
ン－３，３’－ジカルボン酸、キノリン－３，４－ジカルボン酸、７－クロロ－４－ヒド
ロキシキノリン－２，８－ジカルボン酸、ジイミドジカルボン酸、ピリジン－２，６－ジ
カルボン酸、２－メチルイミダゾール－４，５－ジカルボン酸、チオフェン－３，４－ジ
カルボン酸、２－イソプロピルイミダゾール－４，５－ジカルボン酸、テトラヒドロピラ
ン－４，４－ジカルボン酸、ペリレン－３，９－ジカルボン酸、ペリレンジカルボン酸、
Ｐｌｕｒｉｏｌ　Ｅ　２００－ジカルボン酸、３，６－ジオキサオクタンジカルボン酸、
３，５－シクロヘキサジエン－１，２－ジカルボン酸、オクタンジカルボン酸、ペンタン
－３，３－カルボン酸、４，４’－ジアミノ－１，１’－ジフェニル－３，３’－ジカル
ボン酸、４，４’－ジアミノジフェニル－３，３’－ジカルボン酸、ベンジジン－３，３
’－ジカルボン酸、１，４－ビス（フェニルアミノ）ベンゼン－２，５－ジカルボン酸、
１，１’－ジナフチルジカルボン酸、７－クロロ－８－メチルキノリン－２，３－ジカル
ボン酸、１－アニリノアントラキノン－２，４’－ジカルボン酸、ポリテトラヒドロフラ
ン－２５０－ジカルボン酸、１，４－ビス（カルボキシメチル）ピペラジン－２，３－ジ
カルボン酸、７－クロロキノリン－３，８－ジカルボン酸、１－（４－カルボキシ）－フ
ェニル－３－（４－クロロ）－フェニルピラゾリン－４，５－ジカルボン酸、１，４，５
，６，７，７－ヘキサクロロ－５－ノルボルネン－２，３－ジカルボン酸、フェニルイン
ダンジカルボン酸、１，３－ジベンジル－２－オキソイミダゾリジン－４，５－ジカルボ
ン酸、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸、ナフタレン－１，８－ジカルボン酸、２－
ベンゾイルベンゼン－１，３－ジカルボン酸、１，３－ジベンジル－２－オキソイミダゾ
リジン－４，５－ｃｉｓ－ジカルボン酸、２，２’－ビキノリン－４，４’－ジカルボン
酸、ピリジン－３，４－ジカルボン酸、３，６，９－トリオキサウンデカンジカルボン酸
、ヒドロキシベンゾフェノンジカルボン酸、Ｐｌｕｒｉｏｌ　Ｅ　３００－ジカルボン酸
、Ｐｌｕｒｉｏｌ　Ｅ　４００－ジカルボン酸、Ｐｌｕｒｉｏｌ　Ｅ　６００－ジカルボ
ン酸、ピラゾール－３，４－ジカルボン酸、２，３－ピラジンジカルボン酸、５，６－ジ
メチル－２，３－ピラジンジカルボン酸、４，４’－ジアミノジフェニルエーテルジイミ
ドジカルボン酸、４，４’－ジアミノジフェニルメタンジイミドジカルボン酸、４，４’
－ジアミノジフェニルスルホンジイミドジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸
、１，３－アダマンタンジカルボン酸、１，８－ナフタレンジカルボン酸、２，３－ナフ
タレンジカルボン酸、８－メトキシ－２，３－ナフタレンジカルボン酸、８－ニトロ－２
，３－ナフタレンカルボン酸、８－スルホ－２，３－ナフタレンジカルボン酸、アントラ
セン－２，３－ジカルボン酸、２’，３’－ジフェニル－ｐ－ターフェニル－４，４’’
－ジカルボン酸、ジフェニルエーテル４，４’－ジカルボン酸、イミダゾール－４，５－
ジカルボン酸、４－（１Ｈ）－オキソチオクロメン－２，８－ジカルボン酸、５－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－１，３－ベンゼンジカルボン酸、７，８－キノリン－ジカルボン酸、４，５
－イミダゾールジカルボン酸、４－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸、ヘキサトリ
アコンタンジカルボン酸、テトラデカンジカルボン酸、１，７－ヘプタジカルボン酸、５
－ヒドロキシ－１，３－ベンゼンジカルボン酸、ピラジン－２，３－ジカルボン酸、フラ
ン－２，５－ジカルボン酸、１－ノネン－６，９－ジカルボン酸、エイコセンジカルボン
酸、４，４’－ジヒドロキシジフェニルメタン－３，３’－ジカルボン酸、１－アミノ－
４－メチル－９，１０－ジオキソ－９，１０－ジヒドロアントラセン－２，３－ジカルボ
ン酸、２，５－ピリジンジカルボン酸、シクロヘキセン－２，３－ジカルボン酸、２，９
－ジクロロフルオルビン－４，１１－ジカルボン酸、７－クロロ－３－メチルキノリン－
６，８－ジカルボン酸、２，４－ジクロロベンゾフェノン－２’，５’－ジカルボン酸、
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１，３－ベンゼンジカルボン酸、２，６－ピリジンジカルボン酸、１－メチルピロール－
３，４－ジカルボン酸、１－ベンジル－１Ｈ－ピロール－３，４－ジカルボン酸、アント
ラキノン－１，５－ジカルボン酸、３，５－ピラゾールジカルボン酸、２－ニトロベンゼ
ン－１，４－ジカルボン酸、ヘプタン－１，７－ジカルボン酸、シクロブタン－１，１－
ジカルボン酸、１，１４－テトラデカンジカルボン酸、５，６－デヒドロノルボルナン－
２，３－ジカルボン酸、若しくは５－エチル－２，３－ピリジンジカルボン酸等；トリカ
ルボン酸、例えば、２－ヒドロキシ－１，２，３－プロパントリカルボン酸、７－クロロ
－２，３，８－キノリントリカルボン酸、１，２，４－ベンゼントリカルボン酸、１，２
，４－ブタントリカルボン酸、２－ホスホノ－１，２，４－ブタントリカルボン酸、１，
３，５－ベンゼントリカルボン酸、１－ヒドロキシ－１，２，３－プロパントリカルボン
酸、４，５－ジヒドロ－４，５－ジオキソ－１Ｈ－ピロロ［２，３－Ｆ］キノリン－２，
７，９－トリカルボン酸、５－アセチル－３－アミノ－６－メチルベンゼン－１，２，４
－トリカルボン酸、３－アミノ－５－ベンゾイル－６－メチルベンゼン－１，２，４－ト
リカルボン酸、１，２，３－プロパントリカルボン酸、若しくはアウリン（aurine）トリ
カルボン酸等；又はテトラカルボン酸、例えば１，１－ジオキシドペリロ［１，１２－Ｂ
ＣＤ］チオフェン－３，４，９，１０－テトラカルボン酸、ペリレン－３，４，９，１０
－テトラカルボン酸若しくはペリレン－１，１２－スルホニル－３，４，９，１０－テト
ラカルボン酸等のペリレンテトラカルボン酸、１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸
若しくはメソ－１，２，３，４－ブタンテトラカルボン酸等のブタンテトラカルボン酸、
デカン－２，４，６，８－テトラカルボン酸、１，４，７，１０，１３，１６－ヘキサオ
キサシクロオクタデカン－２，３，１１，１２－テトラカルボン酸、１，２，４，５－ベ
ンゼンテトラカルボン酸、１，２，１１，１２－ドデカンテトラカルボン酸、１，２，５
，６－ヘキサンテトラカルボン酸、１，２，７，８－オクタンテトラカルボン酸、１，４
，５，８－ナフタレンテトラカルボン酸、１，２，９，１０－デカンテトラカルボン酸、
ベンゾフェノンテトラカルボン酸、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン
酸、テトラヒドロフランテトラカルボン酸、若しくはシクロペンタン－１，２，３，４－
テトラカルボン酸等のシクロペンタンテトラカルボン酸である。
【００４０】
　任意に少なくとも一置換された単環式、二環式、三環式、四環式又はより高次の多環式
の芳香族ジカルボン酸、トリカルボン酸又はテトラカルボン酸を使用することが特に好ま
しい。各核が少なくとも１つのヘテロ原子を含み、２つ以上の核が同一の又は異なるヘテ
ロ原子を含むことが可能である。例えば単環式ジカルボン酸、単環式トリカルボン酸、単
環式テトラカルボン酸、二環式ジカルボン酸、二環式トリカルボン酸、二環式テトラカル
ボン酸、三環式ジカルボン酸、三環式トリカルボン酸、三環式テトラカルボン酸、四環式
ジカルボン酸、四環式トリカルボン酸及び／又は四環式テトラカルボン酸が好まれる。好
適なヘテロ原子は例えば、Ｎ、Ｏ、Ｓ、Ｂ、Ｐ、Ｓｉ、Ａｌであり、本明細書で好ましい
ヘテロ原子はＮ、Ｓ及び／又はＯである。これに関する好適な置換基はとりわけ、－ＯＨ
、ニトロ基、アミノ基、又はアルキル基若しくはアルコキシ基である。
【００４１】
　少なくとも二座有機化合物としての使用に特に好ましいのは、アセチレンジカルボン酸
（ＡＤＣ）、ベンゼンジカルボン酸、ナフタレンジカルボン酸、例えば４，４’－ビフェ
ニルジカルボン酸等のビフェニルジカルボン酸（ＢＰＤＣ）、例えば２，２’－ビピリジ
ンジカルボン酸、例えば２，２’－ビピリジン－５，５’－ジカルボン酸等のビピリジン
ジカルボン酸、例えば１，２，３－ベンゼントリカルボン酸若しくは１，３，５－ベンゼ
ントリカルボン酸等のベンゼントリカルボン酸（ＢＴＣ）、１，３，５，７－アダマンタ
ンテトラカルボン酸（ＡＴＣ）、アダマンタンジベンゾエート（ＡＤＢ）、ベンゼントリ
ベンゾエート（ＢＴＢ）、メタンテトラベンゾエート（ＭＴＢ）、アダマンタンテトラベ
ンゾエート、１，２，４，５－ベンゼンテトラカルボン酸、又は例えば２，５－ジヒドロ
キシテレフタル酸等のジヒドロキシテレフタル酸（ＤＨＢＤＣ）、１，２，４，５－ベン
ゼンテトラカルボン酸（＝ピロメリット酸）、３，３’－４，４’－ビフェニルテトラカ
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ルボン酸、３，３’－４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸（＝３，３’－４，４
’－ベンゾイルベンゼンテトラカルボン酸）、３，３’－４，４’－イソプロピリデンジ
フタル酸、３，３’－４，４’－オキシジフタル酸、及び（ヘキサフルオロイソプロピリ
デン）ジフタル酸である。
【００４２】
　とりわけイソフタル酸、テレフタル酸、２，５－ジヒドロキシテレフタル酸、１，２，
３－ベンゼントリカルボン酸、１，３，５－ベンゼントリカルボン酸、１，２，４，５－
ベンゼンテトラカルボン酸、又は２，２’－ビピリジン－５，５’－ジカルボン酸が使用
に特に好ましい。
【００４３】
　上述の化合物に加えて、例えばこれらの無水物、エステル又はアミド等のこれらの酸の
前駆体又は異形体（variants）を使用することも可能である。低級アルコール、例えばメ
タノール、エタノール、イソプロパノール又はｔｅｒｔ－ブタノール等のヒドロキシル基
を有する溶媒を使用する場合、対応するエステルが本組成物において形成されていてもよ
い。無水物を使用する場合、遊離酸基の数を、水を添加することで調整することができる
。有機化合物に存在するカルボン酸基が化合物内で環状無水物を形成することができる場
合、無水物が特に好ましい。特に好ましい化合物については、このような対応する無水物
は、１，２，４，５－ベンゼンテトラカルボン酸１，２：４，５－二無水物である。
【００４４】
　これらの最低限の二座有機化合物に加えて、ＭＯＦは、１つ又は複数の単座配位子を更
に含んでいてもよい。
【００４５】
　ＭＯＦを調製するのに好適な溶媒としては、水、アルコール、好ましくは、メタノール
、エタノール、１－プロパノール、イソプロパノール及び１－ブタノール等の低級脂肪族
アルコール（Ｃ１～Ｃ８アルコール）、ケトン、好ましくはアセトン及びメチルイソブチ
ルケトン等の低級ジアルキルケトン、エーテル、好ましくはジエチルエーテル等の低級ジ
アルキルエーテル、又はエチレングリコール若しくはプロピレングリコール等のジオール
（Ｃ１～Ｃ６アルコール）のモノエーテル、ジメチルホルムアミド等のアミド、テトラヒ
ドロフラン、ジオキサン、ジメチルスルホキシド等のスルホキシド、スルホン、アセトニ
トリル若しくはブチルグリコール、並びにそれらの混合物が挙げられる。水及びアルコー
ルを使用するのが好ましい。高沸点溶媒を使用してもよく、この例はトリエチレングリコ
ール、ジエチレングリコールジエチルエーテル及びテトラエチレングリコールジメチルエ
ーテル等のポリエーテルである。或る特定の場合、他の溶媒も有用であり、この例は軽質
パラフィン（石油エーテル、アルカン及びシクロアルカン）、芳香族化合物、トルエン、
複素芳香族化合物及びクロロベンゼン等のハロゲン化炭化水素である。コハク酸ジメチル
、アジピン酸ジメチル、グルタル酸ジメチル、及びそれらの混合物等のジカルボン酸エス
テルも適用することができ、更に例えば炭酸プロピレン及び炭酸グリセロール等の環状カ
ルボン酸エステルも適用することができる。
【００４６】
　好ましい溶媒はアルコール及びエーテルであり、より好ましくはメタノール、エタノー
ル、１－プロパノール、イソプロパノール及び１－ブタノール等の低級脂肪族アルコール
、並びに更にエチレングリコール又はテトラヒドロフランである。好ましくはテトラヒド
ロフラン又はより好ましくは１０：１～１：１０、非常に好ましくは２：１～１：２の比
率のイソプロパノールと１－ブタノールとの混合物である。
【００４７】
　形成される配位高分子が、得られる組成物の溶液中にあることが重要である。塗布前に
本組成物の遠心分離又は濾過が必要となる場合がある。そのため、好ましい配位高分子は
選択溶媒に可溶性のものである。
【００４８】
　同時に溶媒の選択によって、得られる配位高分子の構造に影響を与えることが可能であ
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る。
【００４９】
　配位高分子の自己集合化により、シラン化合物及び金属化合物と有機化合物との比率を
広範に変更することが可能である。この比率は、例えば金属イオンに対するケイ素のｍｍ
ｏｌ量で測定され、１００：１～１：１００であり得る。シラン化合物及び金属化合物は
従来、有機化合物に対して過剰量で、好ましくはｍｍｏｌ量（有機化合物に対するケイ素
と金属イオンとの合計量）で測定される１００：１～１：１、好ましくは５０：１～１：
１という比率で用いられる。この比率は有機化合物が展開することができる配位結合の数
、及び／又は有機化合物が少なくとも１つの配位結合を形成することができる異なる金属
中心又はケイ素中心の数に応じたものであり得る。ｎ個の配位結合を形成することができ
る場合の比率は少なくともｎ：１であるのが好ましい。この場合、比率は５０：ｎ～ｎ：
１、好ましくは１０：ｎ～ｎ：１であるのが好ましい。例えば有機化合物が２つの金属イ
オンに対する配位結合を展開することができる場合、モル比は５０：１～２：１、好まし
くは３０：１～２：１、より好ましくは１０：１～２：１であるのが好ましい。
【００５０】
　別の重要な可変値はシラン化合物と金属化合物との比率である。配位高分子の構築によ
って、純粋なシラン系反射防止コーティングに比して、得られるコーティングの透過率を
大幅に低下させることなく、高レベルの金属化合物を得られるＳｉＯ２の構造に組み込む
ことが可能である。ｍｍｏｌ量で測定される、シラン化合物中のケイ素と金属化合物中の
金属イオンとの比率は、好ましくは１００：１～１：２、より好ましくは１００：１～１
：１、非常に好ましくは５０：１～１：１である。この比率は３０：１～１：１又は２０
：１～１：１とすることもできる。
【００５１】
　高レベルの金属化合物は、反射防止コートの屈折率に影響を与えることが可能であるだ
けではない。金属化合物はコーティングに硬度の増大等の他の特性を与えることもできる
。
【００５２】
　１つの好ましい形態において、金属化合物はチタン化合物である。結果として、反射防
止コートには、光触媒特性を有する二酸化チタン画分が含まれる。この結果、反射防止コ
ーティングに自浄特性を与えることもできる。ここでは別個の二酸化チタン粒子が形成さ
れない代わりに、配位高分子により二酸化チタンが構造へと組み込まれる。
【００５３】
　溶媒の量は組成物の更なる処理に応じて変動し得る。本発明の１つの好ましい形態にお
いて、組成物中のシラン化合物及び金属化合物の量は、０．００１ｍｏｌ／ｌ～１０ｍｏ
ｌ／ｌ、好ましくは０．０１ｍｏｌ／ｌ～１ｍｏｌ／ｌ、より好ましくは０．１ｍｏｌ／
ｌ～０．８ｍｏｌ／ｌである。
【００５４】
　本組成物の更なる用途に応じて、基板に塗布する前の組成物の固形分は、１～２０ｗｔ
％、より好ましくは２～５ｗｔ％であるのが好ましい。
【００５５】
　本組成物は更に、他の構成要素を含んでいてもよい。これらは光学系に慣用の添加剤と
することができる。例としては、可塑剤、増感剤、湿潤助剤、付着促進剤、流動制御剤、
抗酸化剤、安定化剤、染料、及びフォトクロミック化合物又はサーモクロミック化合物で
ある。
【００５６】
　本発明の１つの形態において、本組成物は更に、光学的に活性な物質、例えば屈折率に
影響を与える物質を含んでいてもよい。したがって、例えば（ＴＥＭによって測定される
）粒径が５００ｎｍ未満の更なるナノ粒子を添加することが可能である。これらのナノ粒
子は例えば、ＳｉＯ２、ＺｒＯ２及び／又はＴｉＯ２粒子とすることができる。
【００５７】
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　本発明は更に、反射防止コーティングを製造する方法に関する。
【００５８】
　個々の工程を以下でより詳細に説明する。これらの工程は必ずしも示される順で行う必
要はなく、概説される方法は示されていない更なる工程を含んでいてもよい。
【００５９】
　第１の工程では、上記の組成物を準備する。組成物の粘度及び濃度を使用されるコーテ
ィングプロセスに適合させる必要があり得る。
【００６０】
　続く工程では、組成物を基板に塗布する。コーティングは、ディッピング、フラッディ
ング、ナイフコーティング、鋳込み（pouring）、遠心分離コーティング、射出、ブラッ
シング、スロットコーティング、メニスカスコーティング、流延成形、スピニング、又は
噴霧等の慣用の技法に従って行うことができる。要求される粘度は、溶媒の添加又は除去
によってもたらされ得る。好ましい（硬化状態での）コート厚は０．０１～１μｍである
。塗布量は、所望の屈折率及び塗布範囲に応じて、５０～２００ｎｍ、好ましくは１００
～１５０ｎｍの範囲のコート厚が達成されるように選択されるのが好ましい。
【００６１】
　コーティングに選択される基板は、熱処理に好適である限りにおいて、例えばガラス、
セラミック、シリコン、金属、半導体材料、又はＰＥＴ、ＰＥ及びＰＰ等の（好ましくは
透明の）プラスチックといった光学用途に適したものであるのが好ましい。
【００６２】
　結晶性材料も可能である。この場合、特定の目的に適した任意の既知の結晶性材料が可
能である。好ましい結晶性基板の例は、シリコン、ニオブ酸リチウム、タンタル酸リチウ
ム、石英、サファイア、他の宝石又は半宝石、及び他の光学結晶、例えばＰｂＳ又はセレ
ン等の電磁放射線の結晶検波器（crystalline detectors）、並びに光学フィルター（Ｕ
Ｖ、ＩＲ、ＮＩＲ及びＶＩＳ）の基板であり、結晶性基板にはサファイアが特に好ましい
。結晶性基板は透明な基板であるのが好ましい。基板は例えば、異なる材料から作製され
た支持体上に表面層の形態で存在していてもよい。
【００６３】
　基板は任意の所望の形状を有していてもよい。例えば基板は、平板であるか、又は例え
ば凹凸型（concave or convex）のようなドーム型であってもよい。光学マルチコート系
を基板の片側又は両側に設けることができる。基板は例えば方形（right-angled）若しく
は円形のプレート若しくはレンズの形態又は任意の他の形態で存在していてもよい。１つ
の好ましい実施の形態において、基板は、結晶性材料から作製された、ウエハ、スクリー
ン、計器カバーガラス、結晶検波器、光学フィルター、又は時計皿である。或る特定の適
用分野では、「ガラス」という呼称は、実際のガラスもこの用途に使用することができる
ように、商業的に又は当該技術分野において使用される結晶性基板で慣用されるものであ
る。
【００６４】
　続く工程では、塗布組成物を熱処理する。この処理では、コーティングを、好ましくは
４００～８００℃、より好ましくは４００～６００℃、特には４００～５００℃の温度に
加熱し、例えば１分間～１時間この温度に保持する。この間に、有機（炭素含有）構成要
素が完全に焼失する。このようにして無機反射防止コートが得られる。
【００６５】
　この方法によって、僅か一工程で、特に換言すると、単層コーティングのみを用いて、
透過率が９４％を超える、好ましくは９８％を超える有効な反射防止コートを得ることが
可能となる。
【００６６】
　この方法によって作製されたコートの厚さは、０．０１～１μｍ、好ましくは５０～２
００ｎｍの範囲、より好ましくは１００～１５０ｎｍである。
【００６７】
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　これらのコートは、本組成物において指定された比率に従って、二酸化ケイ素と少なく
とも１つの金属酸化物とを更に含む。金属酸化物は本組成物において記載されている化合
物の金属酸化物である。
【００６８】
　二酸化ケイ素中のＳｉと、金属酸化物中の金属イオンとのモル比に関しては、得られる
コーティングは、反射防止特性を維持しながら、特に高い金属酸化物画分を有する。モル
比は、好ましくは１００：１～１：２、より好ましくは１００：１～１：１、非常に好ま
しくは５０：１～１：１である。モル比は、３０：１～１：１又は２０：１～１：１とす
ることもできる。
【００６９】
　得られるコートは、特にその均質な気孔率が特徴である。これは記載のように有機化合
物の選択によって制御することができる。結果として、屈折率が僅かしか変動しないコー
ティングが得られる。
【００７０】
　この表面は更に、そのＢＥＴ表面積を特徴とし得る。
【００７１】
　本発明の光学コーティングは例えば、下記用途の干渉系及び反射防止系として好適であ
る：
光学フィルター：眼鏡（eyewear）業界の反射防止フィルター及び反射フィルター、ディ
スプレイ、スクリーン、半導体レーザー、マイクロレンズコーティング、太陽電池、「耐
損傷」レーザー層、帯域通過フィルター、反射防止フィルター、吸収フィルター、並びに
ビーム分割器。
ホログラフィー層：導光系、情報記憶、レーザーカプラー、導波管、デコレーション及び
アーキテクチャ。
エンボス加工（Embossable）層：検波器分野で注目を集める反射防止系、フラットディス
プレイの照明、コピー機の結像、ファイバーオプティクス（光結合）。
リソグラフィー：導波管、グリッド、ピンホール、回折格子（点格子）等の微小光学素子
の作製、並びにディスプレイ技術分野での、ファイバーチップカップリング及び結像光学
系。
【００７２】
　しかしながら、太陽熱収集器又は太陽電池等のソーラー用途でのコーティングも可能で
ある。
【００７３】
　更なる詳細及び特徴が、従属請求項と併せて好ましい例示的な実施形態の下記記載から
明らかとなる。本明細書では、各特徴はそれ自体で又は互いに組み合わされた２つ以上の
特徴として実現することができる。この目的を達成する実現性は、この例示的な実施形態
に限定されるものではない。このため数値範囲は例えば、全ての、すなわち述べられてい
ない中間値、更には全ての想定される部分区間を常に含む。
【実施例】
【００７４】
　材料及び方法
　化学物質
　ピロメリット酸二無水物（１，２，４，５－ベンゼンテトラカルボン酸１，２：４，５
－二無水物；Merck Suchardt OHG）；塩化チタン（ＩＶ）（ＴＩＣｌ４）（Fluka Analyt
ical、Sigma-Aldrich Chemie GmbH）；テトラエトキシシラン（ＴＥＯＳ、ABCR GmbH & C
o. KG）；テトラヒドロフラン（ＴＨＦ、Alfa-Aesar GmbH & Co KG）；イソプロパノール
（ｉＰｒＯＨ、CWR International S.A.S.）；ｎ－ブタノール（ｎ－ＢｕＯＨ、Merck Sc
huchardt OHG）。使用する水は超純水（Millipore）とした。
【００７５】
　コーティングの作製
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　作製したコーティング組成物をガラス基板（Marienfeld）に塗布した。これはディップ
コーティング機を用いて行った。コーティングは、１ｍｍ／ｓ、２ｍｍ／ｓ、３ｍｍ／ｓ
及び４ｍｍ／ｓの速度で作製した。その後コーティングを全て、５００℃で２時間熱処理
した。
【００７６】
　実施例１
　６．６７ｍｌのＴｉＣｌ４を２５ｍｌの水に添加して、３０分間撹拌した。
【００７７】
　実施例２
　２．７３ｇ（１２．５ｍｍｏｌ）のピロメリット酸二無水物及び２２５ｍｇ（１２．５
ｍｍｏｌ）の水を５０．０ｍｌのｉＰｒＯＨ／ｎ－ＢｕＯＨ混合物（１：１（ｖ／ｖ）；
体積基準）に添加して、４８時間撹拌した。
【００７８】
　実施例３
　２．１８ｇ（０．０１ｍｏｌ）のピロメリット酸二無水物及び０．３６ｇ（０．０２ｍ
ｏｌ）の水を２２．５ｍｌのＴＨＦに添加して、４８時間撹拌した。
【００７９】
　実施例４
　２．７３ｇ（１２．５ｍｍｏｌ）のピロメリット酸二無水物及び０．９０ｍｇ（０．０
５ｍｏｌ）の水を５０．０ｍｌのｉＰｒＯＨ／ｎ－ＢｕＯＨ混合物（１：１（ｖ／ｖ））
に添加して、４８時間撹拌した。
【００８０】
　実施例５
　２５．０ｍｌのｉＰｒＯＨ／ｎ－ＢｕＯＨ混合物（１：１（ｖ／ｖ））を、撹拌しなが
ら５．０ｍｌの実施例２の溶液、１．３０ｇ（６．２５ｍｍｏｌ）のＴＥＯＳ、及び０．
１６ｍｌの実施例１の溶液と混ぜ合わせ、混合物を６時間撹拌した。
【００８１】
　実施例６
　２５．０ｍｌのｉＰｒＯＨ／ｎ－ＢｕＯＨ混合物（１：１（ｖ／ｖ））を、撹拌しなが
ら２．８２ｇの実施例３の溶液、１．３０ｇ（６．２５ｍｍｏｌ）のＴＥＯＳ、及び０．
１６ｍｌの実施例１の溶液と混ぜ合わせ、混合物を６時間撹拌した。
【００８２】
　実施例７
　実施例４の溶液に、撹拌しながら、６．５０ｇ（３１．３ｍｍｏｌ）のＴＥＯＳ及び０
．８ｍｌの実施例１の溶液を添加（滴下）して、混合物を６時間撹拌した。
【００８３】
　実施例８
　５０ｍｌの実施例４の溶液に、撹拌しながら、３．１２ｇ（１４．９８ｍｍｏｌ）のＴ
ＥＯＳ、５．２６ｍｌの実施例１の溶液（滴下によって）、及び９．００ｍｌのｉＰｒＯ
Ｈ／ｎ－ＢｕＯＨ混合物（１：１（ｖ／ｖ））を添加して、得られた溶液を６時間撹拌し
た。
【００８４】
　実施例９
　５０ｍｌの実施例４の溶液に、撹拌しながら、３．７３ｇ（１７．９０ｍｍｏｌ）のＴ
ＥＯＳ、４．１０ｍｌの実施例１の溶液（滴下によって）、及び９．００ｍｌのｉＰｒＯ
Ｈ／ｎ－ＢｕＯＨ混合物（１：１（ｖ／ｖ））を添加して、得られた溶液を６時間撹拌し
た。
【００８５】
　実施例１０
　５０ｍｌの実施例４の溶液に、撹拌しながら、４．３６ｇ（２０．９３ｍｍｏｌ）のＴ
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ＥＯＳ、３．１５ｍｌの実施例１の溶液（滴下によって）、及び７．００ｍｌのｉＰｒＯ
Ｈ／ｎ－ＢｕＯＨ混合物（１：１（ｖ／ｖ））を添加して、得られた溶液を６時間撹拌し
た。
【００８６】
　実施例１１
　５０ｍｌの実施例４の溶液に、撹拌しながら、４．９８ｇ（２３．９０ｍｍｏｌ）のＴ
ＥＯＳ、２．１０ｍｌの実施例１の溶液（滴下によって）、及び７．００ｍｌのｉＰｒＯ
Ｈ／ｎ－ＢｕＯＨ混合物（１：１（ｖ／ｖ））を添加して、得られた溶液を６時間撹拌し
た。
【００８７】
　全ての実施例の溶液は、希釈する前に０．２μｍのフィルターを用いて濾過した。
【００８８】
　コーティングの特性
　光学特性
　作製される全てのコーティングにおいて、反射防止効果は既に、直接的な目視による観
察により明らかであった。
【００８９】
　反射スペクトル及び透過スペクトルをともに、Ｃａｒｙ　５０００分光計を用いて記録
した。実施例５～７の透過スペクトル及び反射スペクトルを図１及び２に示す。
【００９０】
　機械的安定性の測定
　コーティングの引っ掻き抵抗性を、ＡＳＴＭ　Ｄ３３６３鉛筆引っ掻き試験を用いて調
べて、光学顕微鏡を用いて確認した。引っ掻き抵抗性を調べるのに、様々な鉛筆硬度を用
いた。結果を図４～６に示す。
【００９１】
　接着試験
　コーティングの接着品質を、クロスカット試験及びＡＳＴＭ　Ｄ３３５９粘着テープ試
験によって調べた。測定される接着値は、実施例６及び７では５／５（これはクロスカッ
ト試験における１００％の接着、及び切断試験域での粘着テープ試験後の１００％の接着
を意味する）、実施例５では４／４である。さらに試験結果を図７～９に示し、表１にま
とめる。
【００９２】
　コーティングの屈折率（ｎ）及び厚さ
　コーティングの屈折率及び厚さを偏光解析法（J. A. Woollan Co, Inc.、Ｍ－２０００
　ＤＩ、Ｓｐｅｃｔｒｏｓｃｏｐｉｃ　Ｅｌｌｉｐｓｏｍｅｔｅｒ）によって測定した。
結果を表２で報告する。
【００９３】
　モルフォロジー及び微小構造の研究
　構造のモルフォロジー及び微小構造を、走査型電子顕微鏡検査（ＳＥＭ）を用いて調べ
た。実施例５、６及び７のコーティングの画像を図１０～１５に示す。
【００９４】
　光触媒活性
　図１６に、実施例１１のコーティングの光触媒活性の測定結果を示す。
【００９５】
　測定は、キセノンエミッタ（xenon emitter）を備えるＨｅｒａｅｕｓ　Ｓｕｎｔｅｓ
ｔ　ＣＰＳにおいて、コーティングスライドを、１０ｍｇ／ｌのメチルバイオレットの水
溶液１５０ｇで被覆し、１０時間曝露することで行った。蒸発水を一定間隔で（３０分毎
に）作製した。測定は１０時間の実験終了後に行った。
【００９６】
　比較実験
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　金属化合物なしでは、すなわち実施例１では、有用なコートは得られなかった。
【００９７】
【表１】

【００９８】
【表２】

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】
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